
注)・平成22年7月31日時点の速報値であるため、今後数字の異動がありうる。
・平成16年度以降に指定都市に移行した団体の補助金支出額については、比較可能とするため、

平成16年度から「うち指定都市」欄に計上。

福利厚生事業の見直し

地方公共団体の福利厚生事業（※１）については、「地方行革新指針（H17.3.29)」及び「新地方行革新指針（H18.8.31)」（※２）
を受け、着実に見直しが進んでいる。

○職員互助会への補助金支出を廃止した団体数は、平成16年度決算においては、835団体（都道府県4、指定都市1、市町村・
一部事務組合830）であったが、平成22年度予算においては、1,172団体（都道府県32、指定都市3、市町村・一部事務組合1,137）
と約29％増加している。

※１ 地方公共団体の福利厚生事業は、地方公務員法第42条に基づき、地方公共団体が、民間企業と同様、雇用主として実施しているもの。
職員互助会への補助金は、地方公共団体が職員互助会を通じて福利厚生事業を実施するために支出している。

※２ 新地方行革新指針（地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針（H18.8.31））には、下記のとおり記載されている。

４ その他

（１） 福利厚生事業については、点検・見直しを行い、適正に事業を実施するとともに、事業の実施状況等を公表すること。これらの取り組み
を通じ、住民の理解が得られるものとなるよう、職員互助会への補助についても見直しを図ること。

平成１６年度平成１７年度平成１８年度平成１９年度平成２０年度平成２１年度 平成２２年度

決 算 決 算 決 算 決 算 決 算 決 算 対16年度 予 算 対16年度 対21年度
決算比 決算比 決算比

都道府県 ３１１億円 ２４９億円 １２５億円 １００億円 ６６億円 ４２億円 ▲８６．５％ ２０億円 ▲９３．６％ ▲５１．２％

市町村 ・一部事務組合 ５３０億円 ３１８億円 ２２１億円 １９１億円 １５９億円 １３０億円 ▲７５．５％ １１７億円 ▲７７．９％ ▲１０．０％

うち指定都市 １７２億円 ８１億円 ５８億円 ５０億円 ４１億円 ３１億円 ▲８２．０％ ２２億円 ▲８７．２％ ▲２９．０％

地方公共団体計 ８４１億円 ５６７億円 ３４６億円 ２９１億円 ２２５億円 １７２億円 ▲７９．５％ １３７億円 ▲８３．７％ ▲２０．３％

○職員互助会への補助金支出額については、平成22年度予算において、約84％削減（対16年度決算比）している。

【職員互助会への補助金額の推移】
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